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主          文 

１ 被告らは、原告Ａに対し、連帯して１６５０万円及びこれに対する平成２３

年１１月２６日から支払済みまで年５％の割合による金員を支払え。 

 ２ 被告らは、原告Ｂに対し、連帯して１６５０万円及びこれに対する平成２３

年１１月２６日から支払済みまで年５％の割合による金員を支払え。 5 

 ３ 原告らのその余の請求をいずれも棄却する。 

 ４ 訴訟費用はこれを２分し、その１を原告らの、その余を被告らの負担とす

る。 

 ５ この判決は、第１項及び第２項に限り、仮に執行することができる。 

                  事 実 及 び 理 由             10 

第１ 請求 

 １ 被告らは、原告Ａに対し、連帯して３６００万円及びこれに対する平成２３

年１１月２６日から支払済みまで年５％の割合による金員を支払え。 

 ２ 被告らは、原告Ｂに対し、連帯して３６００万円及びこれに対する平成２３

年１１月２６日から支払済みまで年５％の割合による金員を支払え。 15 

 ３ 訴訟費用は被告らの負担とする。 

 ４ 仮執行宣言 

第２ 事案の概要 

  本件は、原告らの父（以下「被害者」という。）が、建設業界からの暴力団

排除の動きに対する報復と建設業界における利権確保のための見せしめのた20 

め、指定暴力団五代目工藤會（以下「工藤會」という。）構成員であったＥか

ら銃撃された（以下「本件犯行」という。）ことにより死亡したと主張して、

被害者の損害賠償請求権を相続により取得した原告らが、工藤會総裁であった

被告Ｃ及び工藤會会長であった被告Ｄに対して、使用者責任（民法７１５条）

又は暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」という。）25 

３１条の２に基づき、原告ら各自につき損害賠償金３６００万円及びこれに対
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する不法行為の日（本件犯行の日）である平成２３年１１月２６日から各支払

済みまで平成２９年法律第４４号による改正前の民法所定の年５％の割合に

よる遅延損害金の連帯支払を求める事案である。 

  なお、原告らは、当初Ｅに対しても本件犯行を理由として、損害賠償請求の

訴えを提起したが、これを取り下げた。 5 

 １ 前提事実（当事者間に争いのない事実並びに後掲各証拠及び弁論の全趣

旨により容易に認められる事実） 

  (1) 当事者等 

   ア 被害者は、昭和▲年▲月▲日生まれの男性であり、平成２３年当時、

Ｆ株式会社及び社団法人Ｇ九州支部の会長を務めていた。 10 

   イ 工藤會は､北九州市内を中心として勢力を有する暴力団であり､平成

４年６月２６日以降､福岡県公安委員会から暴対法３条所定の指定暴力

団に指定され（当時の名称は「二代目工藤連合草野一家」）､平成２４年

１２月２７日には同法３０条の８所定の特定危険指定暴力団に指定さ

れている。 15 

     平成２３年７月に五代目工藤會の体制が発足して以降､被告Ｃが総裁

を､被告Ｄが会長をそれぞれ務めていた。 

   （以上につき、甲６、８、１０） 

    (2) 本件犯行 

    被害者が､平成２３年１１月２６日、大相撲九州場所の観戦を終えて知20 

人の運転する車で帰宅し、同日午後９時頃同車から降車したところ、Ｅ

が、回転弾倉式拳銃で被害者の身体を目掛けて弾丸２発を発射し、うち

一発を被害者の頚部に命中させた。被害者は、ほぼ即死状態で病院に緊

急搬送され、同日午後１０時３分に死亡が確認された（甲８～１４、３

７、３８、４２）。 25 

  (3) 被害者の相続人は、被害者の妻及びその子である原告らであったとこ
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ろ（甲１）、被害者の妻及び原告らは令和３年４月３０日、遺産分割協

議書を作成し、被害者が有していた本件犯行に係る加害者に対する損害

賠償請求権について、原告らがそれぞれ２分の１ずつ取得することにつ

いて合意した（甲２）。そして、被害者の妻は、上記損害賠償請求権の

譲渡通知を行うことについて原告Ａに委任し代理権を付与した。 5 

    原告らは、同年５月３１日、本件訴えを提起し、上記被害者の妻から

原告らへの債権譲渡（以下「本件債権譲渡」という。）について、同年

７月１５日に各被告らに送達された訴状によって通知した（甲２、３、

当裁判所に顕著な事実）。 

  ２ 争点及び争点に関する当事者の主張 10 

   (1) 本件犯行の事業（民法７１５条）又は威力利用資金獲得行為（暴対

法３１条の２）該当性（争点１） 

   （原告らの主張） 

     ア 本件犯行について 

      (ｱ) 工藤會は、かねてから北九州市内を組織全体の主な縄張りとし15 

て主張しており、特に同市内において工事が行われる際には、建

設業者からその縄張り内で工事を行うことを容認する代償とし

て工事費の１～３％をみかじめ料として徴収していた。被害者の

経営するＦ株式会社も、平成１１年頃から平成２３年頃までの間、

工藤會に対し、みかじめ料を支払っていた。 20 

        しかし、平成２２年４月１日、福岡県暴力団排除条例（平成２

１年福岡県条例第５９号）が施行されたことも相まって、被害者

を含めた建設業者は、工藤會に対するみかじめ料の支払を拒むな

ど建設業界からの暴力団排除を推進するようになった。 

        このような中で、工藤會に対してみかじめ料の支払を拒む建設25 

業者を威圧し、建設業者から徴収していたみかじめ料の減収を避
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け、工藤會による建設業界からの暴力団排除の動きに対する報復

と建設業界に対する利権を確保するため、本件犯行当時建設団体

の会長を歴任し、福岡県暴力団排除条例の施行にも合わせて、建

設業界のとりまとめ役として同業界からの暴力団排除を推進し

ていた被害者に対し、本件犯行を行ったものである。 5 

      (ｲ) 本件犯行当時工藤會直若兼瓜田組組長の立場にあったＨ及び工

藤會専務理事兼五代目田中組若頭の立場にあったＩは、被害者を

殺害することを決意し、複数の配下組員らに指示し、工藤會の活

動として、あらかじめ定められた任務分担に従って、被害者の行

動確認や車両の手配といった本件犯行の準備を行った。 10 

        平成２３年１１月２６日、大相撲九州場所の観戦を終えた被害

者が知人の運転する車に乗って自宅へと向かった際、工藤會の配

下組員らは、被害者を追跡するなどして行動確認しており、これ

を携帯電話で実行役であるＥに伝わるように組員間で伝達する

などし、Ｅが本件犯行を実行した。 15 

    イ 工藤會は、本件犯行当時、総裁である被告Ｃを頂点として、会長、

会長代行、理事長、最高顧問等の指示又は命令することができる地

位の階層及び末端である会員の地位の階層によりピラミッド型に構

成された団体であり、総裁等の一部の者を除き、これらの者は、二

次組織及び三次組織に所属しており、末端に至るまで総裁の統制が20 

及んでいた。工藤會の運営方針等については総裁である被告Ｃと会

長である被告Ｄの協議で決定される場合のほか、執行部会で審議し、

その内容を会長に報告する場合があるが、いずれにおいても総裁が

最終的な決定を行っていた。この決定事項の組織内における伝達に

ついては、幹部クラスによる各会議で指示又は伝達され、さらに、25 

二次組織の長らは、それぞれ組織ごとの会合において指示又は伝達
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することにより、末端の構成員まで周知徹底されていた。 

      本件犯行のように、工藤會の幹部組員や田中組の複数の組員が関

与し、それぞれに与えられた役割に沿って時間をかけて周到に準備

を行った上で敢行された組織的な犯罪について「当該指定暴力団の

威力を利用して生計の維持、財産の形成若しくは事業の遂行のため5 

の資金を得、又は当該資金を得るために必要な地位を得る」目的で

行われていることは当然であり、それ以外の目的はおよそあり得な

い。どのような襲撃であっても市民に強烈な恐怖心を与え、しのぎ

行為を維持、拡大しやすくなる等の効果があるからである。 

    ウ 以上のとおり、本件犯行は、工藤會が、被害者の襲撃を実行して10 

その威力を誇示することにより、被害者からの支払も含む建設業者

からのみかじめ料収入や建設業界に対する利権確保のため、不法な

影響力等を維持・拡大させることを目的として実行されたものであ

るから、工藤會の威力を利用しての資金獲得行為であるとともに、

工藤會の事業の執行に該当する。 15 

   （被告らの主張） 

     原告らの主張立証によっても本件犯行の動機、目的は不明であり、威

力利用資金獲得行為ないし工藤會の事業の執行を認めるに足りる証拠

はない。原告ら提出の証拠は、被害者が暴力団排除のために具体的に何

をしていたかについて明らかにするものではなく、工藤會から特に反発20 

と攻撃の標的とされなければならないような暴力団排除運動に取り組

んでいたといえるものではない。原告ら主張の被害者のみかじめ料の支

払状況によれば、被害者及び建設業界は本件犯行時までみかじめ料の支

払を続けていたものであるから、その獲得のための本件犯行という動機

は認められない。 25 

     また、原告らは、暴力団が組織的に襲撃事件を起こす場合、経済的利
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益の獲得が目的にあるから、それは当然威力利用資金獲得行為であると

主張するが、これは、そもそも暴力団の複数の構成員が組織の指揮命令

に基づき、役割を分担して他人の生命、身体、財産を侵害する行為は、

その目的において必ず経済的利益に関係があり、それ以外にはあり得な

いという知見ないし経験則を前提とするものであるが、そのような知見5 

ないし経験則は一般的なものとはいえない。 

  (2) 被告らの使用者性（民法７１５条）又は代表者性（暴対法３１条の２）

（争点２） 

   （原告らの主張） 

    ア 被告Ｃの責任 10 

      被告Ｃは工藤會の「代表者」であり、本件犯行の実行役や関与した

組員らをその直接又は間接の指揮監督の下、工藤會の威力を利用して

の資金獲得活動に係る事業に従事させていたものといえるので、実行

犯らとの使用関係が認められる。 

      このような被告Ｃの総裁としての地位は、暴対法３１条の２の「指15 

定暴力団の代表者等」に該当する。このことは、暴対法５条１項に基

づく指定暴力団への指定の際に「代表者」である被告Ｃの意見を聴取

し、代表者を被告Ｃとして指定したこと、工藤會本部事務所の所有者

の代表取締役は一貫して被告Ｃであることから裏付けられる。また、

被告Ｃが絶対的な指揮命令権を有していることは同種の各判決でも20 

認定されている。 

    イ 被告Ｄの責任 

      被告Ｄは、本件犯行当時、ピラミッド型の階層組織を持つ工藤會の

会長として、自ら、又は工藤會執行部、幹部等を通じ、工藤會組員を

直接又は間接に指揮監督することができる地位にあった。よって、被25 

告Ｄと実行犯らとの使用関係が認められる。また、仮に被告Ｃが意思
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決定権者であったとしても、被告Ｄは、執行部の長であり、少なくと

も工藤會の階層における序列２位に位置する会長として、工藤會の事

業の執行を監督する立場にあったので、民法７１５条２項にいう代理

監督者としての地位を有する。 

      このような被告Ｄの会長の地位は、同会の運営を支配していたもの5 

で、暴対法３１条の２の「指定暴力団の代表者等」に該当する。 

   （被告Ｃの主張） 

      被告Ｃは、平成２３年７月の五代目工藤會発足に際し、同會総裁と

なり、この代替わりによって、工藤會の運営について會を代表し、組

織運営を指揮する権能一切は被告Ｃから被告Ｄに移譲された。工藤會10 

における総裁とは隠居的な立場で會には残ることを意味する地位の名

称であり、會を代表するものではない。 

      したがって、本件犯行当時の工藤會の運営を指揮する権能と責任を

負っていたのは、被告Ｄであって、被告Ｃには、そのような権能も責

任もなかった。このことは被告Ｃが定例会に１年足らずで出席しなく15 

なったことや執行部会に出席したことがないことから裏付けられる。 

   （被告Ｄの主張） 

     争う。 

  (3) 損害の発生及び数額（争点３） 

   （原告らの主張） 20 

     本件犯行の動機は反社会的で不当であること、本件犯行の態様が計画的

かつ至近距離から殺傷能力の高い拳銃により弾丸２発を発射し、うち１発

を被害者の頚部に命中させるという極めて危険性の高いものであって、一

般人である被害者が自宅前路上で突如として拳銃を発射されるという残

忍で周囲に衝撃を与えるものであったこと及びその結果何らの落ち度も25 

認められない被害者が死亡したことからすれば、本件の慰謝料は少なくと
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も６０００万円を下らない。 

     また、本件犯行は指定暴力団である工藤會によるものであり、複数の弁

護士を必要としたことからすれば、上記慰謝料の２割に相当する１２００

万円が弁護士費用として認められる。 

     よって、原告らは、被告らに対し、被害者の損害賠償請求権の一部に該5 

当する死亡慰謝料３０００万円及び弁護士費用６００万円の合計３６０

０万円ずつを請求する。 

   （被告らの主張） 

     原告ら主張の損害額は過大であり争う。被告ら両名は、被害者の殺害に

ついて関与しておらず直接の不法行為責任を負っているわけではないの10 

に、原告らは直接不法行為責任を負っている実行犯には請求を行っていな

いことも慰謝料の額の算定で考慮されるべき事情である。 

   (4)  消滅時効の成否（争点４） 

   （被告らの主張） 

     仮に原告らの損害賠償請求権が認められたとしても改正民法施行前の15 

令和２年２月９日又は同年３月３１日の経過により時効により消滅して

おり、被告らはこの時効を援用する（令和５年９月２５日第１回口頭弁論

において陳述された準備書面(1)及び準備書面(2)における意思表示）。 

     原告らは、本件犯行の実行行為者が起訴された平成２９年２月９日又は

遅くともその後５０日程度経過した同年３月末には、本件犯行の加害者が20 

工藤會の組員であること、被告Ｃが工藤會の総裁、被告Ｄが同会長の地位

にあることに加えて、本件共同不法行為が工藤會の威力を利用して行われ

る資金獲得事業の執行又はこれに密接に関連するものとしてなされたと

判断するに足りる事情を認識するに至っていた。このことは本件犯行の実

行犯らが同年１月１９日に逮捕され、同年２月９日に起訴され、被害者通25 

知制度によりこのことが原告らに知らされたこと、原告らはその間新聞報
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道や原告ら及び実行犯らに対する事情聴取から工藤會の関与及び工藤會

が指定暴力団であり、被告らが工藤會を代表し又はその運営を支配するも

のであったと知っていたことから明らかである。 

   （原告らの主張） 

     被告らがその根拠とする起訴は被告らを対象とするものではないし、原5 

告ら被害者は刑事事件における刑事記録や証拠自体にアクセスできる制

度上の保障があったわけではないので、原告らは起訴のときに「加害者を

知った」とは評価できない。 

   (5) 原告らへの債権譲渡が信託法１０条に基づき無効となるか否か（争点

５）    10 

    （被告らの主張） 

     原告らは、原告らの母が相続した被害者の被告らに対する損害賠償請求

権について、各２分の１の割合で債権譲渡を受けたと主張しているが、こ

れは被害者の相続開始から約１０年を経過し、本件訴え提起直前の令和３

年４月３０日になってからのことである。 15 

     これは訴え提起の意思がなかった原告らの母の損害賠償請求権につい

て、原告らがその全額を訴求するための便宜として遺産分割と債権譲渡

により取得した形をとっているにすぎず、信託法１０条の禁止する訴訟

提起を主たる目的とする訴訟信託であって、信託制度の目的に反するも

ので無効である。   20 

    （原告らの主張） 

     原告らの遺産分割には実態が伴っているし、原告らは悪質な動機に基

づく残虐な行為態様によって死亡させられた被害者の無念を少しでも晴

らすために訴えを提起したものであるから、信託法１０条の趣旨に抵触

する点は存在しない。  25 

第３ 争点に対する判断 
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１ 認定事実等 

当事者間に争いのない事実並びに後掲各証拠及び弁論の全趣旨により認めら

れる事実を総合すると、本件の事実経過は以下のとおりである。 

(1) 本件犯行当時の工藤會及び被告らについて（後掲各証拠の他、乙１～３） 

ア  前記前提事実のとおり、平成２３年７月の五代目工藤會発足時から本件5 

犯行時まで、被告Ｃが総裁、被告Ｄが会長の地位にあった。 

  組織が拡大した暴力団においては、組織は各階層に分かれ、下部組織

は、自らを表示する場合、例えば「五代目工藤會甲組乙組」というよう

に、必ず最上部組織を冒頭に掲げ、以下、二次組織、三次組織と順に表示

し、各階層を明示するところ、田中組及び瓜田組は当時の工藤會の二次10 

団体の一つである。（甲６） 

イ  本件犯行までの會の行事での出来事について 

  他団体の最高幹部も出席して行われた五代目工藤會の継承式典の際、

被告ＣがＪから四代目工藤會会長を継承した際とは異なり、媒酌人は、

被告Ｃは引退せず、席改め（被告Ｄが上座に座ること）もしない旨を宣15 

言した。 

  五代目工藤會発足に当たり、被告Ｃ及び被告Ｄらが他の幹部職員と共

に他団体への挨拶に赴いた際、執行部として慶弔委員長を務めていたＫ

が被告Ｃの紹介を失念し、このことを理由に絶縁処分を受けた。この絶

縁状について、通常は執行部名義で行われるところ、総裁である被告Ｃ20 

名義で作成されたものが全国の暴力団組織に発送され、後に執行部名義

のものが再度全国に発送された。 

  五代目工藤會発足後に開催された事始め式（新年会）の際、被告Ｃは

被告Ｄより上座に座り、また被告Ｄの前を歩き、幹部組員等による挨拶

も「総裁」、「会長」の順に、被告Ｃが上位者であることを示す方法で25 

行われた。工藤會の年賀状において、被告Ｃの名前は冒頭に記載され、
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被告Ｄの名前はその次に、それ以降他の幹部の名前が記載された。 

  被告Ｃは、総裁就任後、五代目田中組継承盃事、新年の事始め式、少

なくとも本件犯行までの定例会、親子盃といった會の行事に参加してい

た。 

ウ 被告らの會における役割等について 5 

  被告Ｄは会長として、會を代表し、執行部からの報告を受けていた。 

  被告Ｃは、総裁就任後、五代目田中組の継承盃や親子盃では承認とい

う役割を担っていた。被告Ｃの自宅は、組員から「本家」と呼ばれ、五

代目工藤會が発足した平成２３年以降も総裁には総裁秘書と総裁付きが

付き、二次団体の組員が２４時間交替制の当番及び部屋住みとして被告10 

Ｃの身の回りの世話等を行っており、その費用は工藤會事務局から支出

されていた。また、被告Ｄはほぼ毎日、その他の幹部組員も頻繁に、被

告Ｃに朝の挨拶をするためだけに上記被告Ｃの自宅を訪れていた。 

エ その他  

  工藤會本部事務所の敷地及び建物は有限会社Ｌが所有していたとこ15 

ろ、その代表取締役の地位は、四代目工藤會の発足から４年経過して前

記Ｊから被告Ｃに継承された後、五代目工藤會体制の発足後も引き続き

被告Ｃが務めており、令和２年に同本部事務所が売却された際には、被

告Ｃが前記有限会社Ｌの代表者として売却のための契約書に署名押印し

た（甲６７～７３、乙２、３、７）。 20 

  福岡県警察は、本件犯行当時、工藤會を代表する者を被告Ｃ、工藤會

の運営を支配する地位にある者の一人を被告Ｄと把握し（甲６）、令和

３年１２月末時点でもそのホームページの指定暴力団の紹介において工

藤會の代表者を被告Ｃと記載している（甲６６）。 

(2) 被害者と工藤會の関わり（甲７８、７９） 25 

  工藤會は、建設関係の業者や土木関係の業者、解体関係の業者等から建築



 

- 12 - 

等の工事に関するみかじめ料を受け取っていたところ、被害者は、遅くとも

平成１３年からＦ株式会社の工事に関するみかじめ料を工藤會に支払ってい

た。当該みかじめ料は一回数千万円となることもあり、被害者から仲介人を

通して、被告Ｃに届けられることもあった。 

  被害者は、平成１３年、他の建設業界の関係者と共に、被告Ｃの自宅の新5 

築祝いパーティにも参加した。 

(3) 建設業界における暴力団排除の動きと暴力団の反応 

 ア 国、地方公共団体の動き 

     政府は平成１９年６月１９日、「企業が反社会的勢力による被害を防止

するための指針」を公表し、企業に暴力団と取引を含めた一切の関係遮断10 

と裏取引や資金提供の禁止等を基本原則とする指針を示した（甲５４）。 

     福岡県は、暴力団の排除を推進するため、福岡県暴力団排除条例を制定し、

事業者への暴力団への利益供与の禁止等を義務付けた（同条例１５条、甲５

６、８０）。同条例は、平成２３年１０月に改正され、書面による契約には

暴力団を排除するための契約条項を盛り込むよう努めることがすべての事15 

業者に義務付けられ（平成２４年４月１日施行）、暴力団から不当な要求を

受けた建設工事関係者は、速やかに県警察等に通報することが義務付けられ

た（甲６０）。 

     北九州市は、北九州市暴力団排除条例（平成２２年６月２３日 北九州市

条例第１９号、平成２２年７月１日施行）を制定し、市民らへの暴力団への20 

利益供与の禁止等を義務付けた（同条例１０条、甲５８）。 

 イ 建設業界の動き 

  建設業界は、上記アの動きを受けて、平成２４年頃までに取引約款や契

約書に暴力団排除条項を導入するなどの対策により、暴力団との取引を遮

断する取組を推進した（甲５９）。 25 

  被害者は、本件事件発生時までに福岡県や北九州市の複数の建設団体の
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理事、会長等を務めており（甲５５）、うち、当時副会長を務めていた社

団法人Ｍが主催委員会の一部となった平成２２年１１月１５日の平成２２

年度福岡県建設業構造改善推進大会では、建設業界からの暴力団排除が講

演内容とされ、建設業界における暴力団の排除を決議した（甲６１）。 

ウ 上記に対する暴力団の対応 5 

  暴力団は、このような取組や市民によるみかじめ料の支払拒否に対し

て、暴力行為を起こすようになり、平成２２年や２３年に建設会社やその

社員に対する拳銃発砲事件等が複数発生し、その発生件数が増加した（甲

５９）。 

  工藤會の構成員も平成２０年１月に建設会社の九州支店長管理の普通乗10 

用自動車に対する発砲事件、同年５月に廃棄物処理業者役員に対する脅迫

及び傷害事件、平成２１年４月に建設会社役員等に対する傷害事件、同年

８月に建設会社役員方駐車場での拳銃所持事件及び平成２３年２月に建設

会社役員に対する発砲、殺人未遂事件を起こした（甲５５）。 

(4) 本件犯行について（後掲各証拠の他、甲８～１３、弁論の全趣旨） 15 

   ア 当時の各人の肩書（甲６） 

     本件犯行に関わった者の犯行当時の五代目工藤會における肩書は、Ｈが

直若兼瓜田組組長、Ｉが専務理事兼五代目田中組若頭、Ｎが専務理事兼五

代目田中組筆頭若頭補佐、Ｏが常任理事兼五代目田中組組織委員長、Ｐが

常任理事兼瓜田組若中、Ｑが常任理事兼瓜田組若中、Ｅが常任理事兼五代20 

目田中組若頭補佐及びＲが幹事兼五代目田中組若中であった。 

 イ 本件犯行までの経緯 

    (ｱ) 被害者は、平成２３年１１月中旬から開催されていた大相撲九州場所

を観戦するために、ほぼ毎日、自家用車や知人の車等で福岡市の福岡国

際センターに通っていた（甲１２～１４）。 25 

      Ｉは、同月１６日、配下の者に大相撲九州場所のテレビ中継に映って
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いる被害者の行動を監視させた（甲２７、２９）。Ｎは、同月２５日

頃、配下の者に大相撲九州場所のテレビ中継に映っている被害者の行動

を監視させた（甲２８）。 

      Ｉは、同月１６日頃、配下の者と共に福岡国際センターに出向き、相撲

を観戦する被害者を監視し、相撲終了後、博多駅まで赴く被害者を尾行し5 

た（甲２６）。Ｉは、同月１７日、Ｑ及びＥに指示をして、相撲観戦をし

た被害者の車を同人の自宅まで尾行させた（甲２０、５０）。Ｉは、同月

２１日から２３日、Ｒに指示をして被害者の自宅に赴いて、被害者の車の

車種やナンバーを覚えさせ、被害者の車を尾行して築港インターまで向か

ったり、福岡国際センターまでＩを送迎するなどさせた（甲２１、２２、10 

５２）。 

   （ｲ) Ｈは、同月頃、Ｑに指示し、本件犯行に用いられたオートバイ（以下「本

件車両」という。）を盗ませ、同月１９日までにそのナンバープレートを

取り外して別に盗ませたナンバープレートに交換したり塗装する作業等

をさせた（甲１９、３０、４８、５０）。同車両は、同月２３日又は２４15 

日頃、Ｏが知人から借り受けた北九州市a区のガレージに保管された（甲

１９、３１、３２）。 

   ウ 本件犯行当日の状況 

     被害者は、同月２６日の午後２時から３時頃、妻及び知人と共に、知人の

運転する車両に乗って福岡国際センターに赴き、大相撲九州場所を観戦して、20 

午後６時頃に観戦を終えた後、福岡市内の飲食店で知人らと食事をし、午後

９時頃自宅前に到着した（甲１４、３７）。 

     Ｅ、Ｏ、Ｑ及びＰは同日午後５時頃から、Ｐが運転する車両に乗り、a区付

近を巡回して連絡を待ち、渡された携帯電話に連絡が入ったところで、Ｅ及

びＯが本件車両に乗りかえて、それぞれ配置についた（甲４５）。Ｈは、同25 

日午後６時頃、被害者らの食事中、同人らの車両の周辺を徘徊した（甲３５、
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３６）。Ｒは、同日、Ｉからの指示を受け、被害者らが乗っていた車が小倉

東インター出口を通過するまで、同所を監視し、同日午後８時５０分頃、同

車が通過したことを工藤會の者に伝えた（甲２２、２４、３３）。 

     被害者が、自宅前で知人の車から降車した同日午後９時頃、Ｏの運転す

る本件車両に乗車して同所まで来たＥが、被害者に対し、回転弾倉式拳銃5 

を使用して弾丸２発を発射し、うち１発を同人の頚部に命中させた（甲８

～１４、３７、３８）。 

   エ 本件犯行後の状況 

     ＱとＰは、本件犯行後、ＥとＯを待ち合わせ場所で迎え、Ｈの指示を仰

ぎつつ、本件車両、Ｐが運転した車両、本件犯行に用いられた拳銃、Ｏや10 

Ｅの着替えの処分等を行った（甲１９、４５）。 

     Ｉは、本件犯行後の夜、他の組員に対し、Ｅが本件犯行の実行犯である

ことをほのめかす発言をし（甲３９、４０）、その後、Ｒ及びＱのそれぞ

れに対し、本件犯行の報酬と思われる各１５万円を交付した（甲１９、４

３、４６、４８、５０）。 15 

 オ 被害者の死亡 

     被害者は、本件犯行直後に病院に救急搬送されたが、当初から意識不

明、心肺停止状態であり、同日午後１０時３分頃に、大血管損傷による出

血性ショック死により死亡した（甲３８、４２）。 

   カ その後の関係者の逮捕、起訴等 20 

     Ｉ及びＨを含む工藤會の組員ら１２人は、平成２９年１月１９日、被害

者に対する殺人の容疑で逮捕され、うち、少なくともＱ、Ｒ及びＰは、同

年２月９日に起訴されて、平成３０年１０月から令和２年１０月１３日ま

での間に、第１審及び控訴審での同罪の共同正犯としての有罪判決の宣告

を受けた（甲８～１３、乙８～２２）。 25 

 ２ 争点１（本件犯行の事業（民法７１５条）又は威力利用資金獲得行為（暴
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対法３１条の２）該当性）について 

  (1) 暴対法３１条の２は、威力利用資金獲得行為を、「当該指定暴力団の威力

を利用して生計の維持、財産の形成若しくは事業の遂行のための資金を得、

又は当該資金を得るために必要な地位を得る行為」と定義している。 

    前記認定事実によれば、本件犯行について、工藤會は建設業界から多額の5 

みかじめ料を受け取ってその資金を獲得しており、被害者自身も仲介者を介

して被告Ｃの手に渡るみかじめ料を支払ったり、同人の自宅新築祝いに出席

するなど工藤會の資金獲得行為と密接な関係を有していたものと認められ

る。他方、前記認定事実のとおり、本件犯行前の数年間は国及び地方公共団

体の暴力団排除の動きに合わせて建設業界もこれを推進しており、当時建設10 

業界の団体の要職に多数就き、暴力団排除を標目とした大会にも出席してい

た被害者も暴力団排除の動きに追随し、みかじめ料の支払を拒絶しようとし

ていたものと推認できる。また、工藤會は上記建設業界の動きに反発し、本

件犯行前の３年以内に建設業界関係者への襲撃行為を複数行っていたこと、

本件犯行は工藤會及びその下部組織の構成員複数名が関わり本件犯行の数週15 

間前から準備を始め、証拠隠滅も行われた計画的犯行であり、各組員の私怨

によるものと認めるに足りる証拠もないことからすれば工藤會の組織的犯行

であったことがそれぞれ認められる。 

    以上の被害者側及び工藤會側の事情を総合して考慮すれば、本件犯行の動

機は、被害者自身を含む建設業界からのみかじめ料支払の途絶の動きに対す20 

る報復と、建設業界の要職に就いており工藤會とも密接な関係を有していた

被害者を襲撃することで工藤會の意に反する者は加害する姿勢を示し、會の

資金回収を保持することにあったと認めるのが相当である。そうすると、本

件犯行は、暴力団の資金獲得行為であるみかじめ料徴収等を行うに際し、組

員が指定暴力団員としての地位に基づいて組織的な暴力行為を実行し、これ25 

により資金を得るために必要な地位を得ようとしたものであるから、暴力団
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の威力を利用して資金獲得行為がなされたものといえ、暴対法３１条の２の

「威力利用資金獲得行為」に該当する。 

  (2)  被告らは、被害者の具体的な活動やみかじめ料の支払を拒否したことは立証

されていないから、本件犯行の動機は不明であり、威力利用資金獲得行為への

該当性が認められないと主張する。 5 

    確かに、本件犯行の実行犯らは、本件犯行の動機を述べていないが（甲８

～１３、４６～５０）、上記のとおりの事情の下では、本件犯行の動機を資

金獲得行為の一環と考えるのが自然であるし、資金獲得行為以外に被害者が

工藤會から襲撃される事情をうかがわせる証拠が存在しないこと等を併せ鑑

みれば、被告らの主張は採用できない。 10 

また、被告らは、事業者による工藤會へのみかじめ料に由来するとされる

被告Ｃのほ税所得額が平成２２年分と平成２３年分とを対比して減少傾向に

あったとはいえないから、建設業者らが工藤會へのみかじめ料支払に応じな

くなったことが本件の犯行の動機とはならない旨主張する。しかし、建設業

者のみかじめ料支払の拒否が従前獲得していた資金の減少となることには変15 

わらず、上記期間のほ税所得額の対比のみをもって前記認定判断を左右する

ものではなく、被告らの上記主張は採用することができない。 

 ３ 争点２（被告らの使用者性（民法７１５条）又は代表者性（暴対法３１条

の２））について 

  (1)  暴対法３１条の２の「代表者等」とは、「当該暴力団を代表する者又は20 

その運営を支配する地位にある者」（同法３条３号）を指すところ、同条

は、被害者保護の観点から、指定暴力団の代表者等には広く損害賠償責任

を負わせる趣旨の規定と解され、暴力団の首領及び最高幹部会議の出席メ

ンバー等は、組織内におけるその肩書の呼称を問わず、同条にいう「代表

者等」に当たると解するのが相当である。 25 

  (2) 前記認定事実によれば、平成２３年７月に発足した五代目工藤會におい
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ては、被告Ｃが総裁、被告Ｄが会長にそれぞれ就任したところ、同會の序

列としては１位が被告Ｃで、２位が被告Ｄであると被告らも認識して、被

告Ｄは被告Ｃの意に沿うように行動しており（乙２、３）、認定できる各

会での席次や挨拶の順序、會における被告Ｃの取扱いからは、工藤會の組

織内において、被告Ｃを頂点（絶対的権力者）とする上記序列が徹底され5 

ていたものと認められる。また、前記認定事実のとおりの継承式典での宣

言や年賀状・絶縁状の記載、福岡県警察が被告Ｃを代表者として把握して

いることからすると、対外的にも被告Ｃが最上位の扱いを受け、被告Ｄ以

下が続く序列が示されていたといえ、上下関係を明確にして上の者の命令

は絶対的であるという暴力団の性格（甲６）からすれば、被告Ｃは工藤會10 

全体に対して絶対的な影響力を有していたといえる。 

したがって、五代目工藤會の会長として會を代表し、執行部の報告を受

けていた被告Ｄだけでなく、総裁である被告Ｃも、組織の内外を問わず工

藤會の実質的に最上位の立場にあった者として工藤會の首領であったとい

え、いずれも暴対法３１条の２の「代表者等」に該当すると認めるのが相15 

当である。 

  (3) 被告Ｃは、平成２３年７月の代替わり以降、工藤會を指揮する権能一

切は被告Ｄに移譲されており、自身は隠居的な立場にすぎない旨主張

し、工藤會の組員及び被告らも同様の供述をしている（乙１～３）。 

    しかし、前記認定事実のとおり、被告Ｃは、総裁就任後も継承盃、新年20 

の事始め式、少なくとも本件犯行までの定例会、親子盃といった會の行事

に参加して一定の役割を担っており、工藤會にとって最重要施設ともいう

べき工藤會本部事務所の売却にも関わっていることや工藤會の幹部等に

定期的に複数回電話をかけていたこと（乙３）が認められ、上下関係が絶

対である暴力団の性格（甲６）及び上記で認定した被告Ｃの序列１位とい25 

う地位からすれば、被告Ｃの會への影響力は総裁就任後も残存していたこ
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とがうかがわれる。また、Ｋの絶縁の経緯や絶縁状の作成・発出からして、

その絶縁には被告Ｃの意向が働いたものと推認される。 

    以上のとおり、被告Ｃは、五代目工藤會が発足し総裁に就任した後も、

會の行事に参加し、上記のような重要事項の決定に関与していたのである

から、名目的な地位にすぎない隠居的な立場にあったとは到底いえず、被5 

告Ｃの上記主張は採用することができない。 

 ４ 争点３（損害の発生及数額）について 

本件犯行は、暴力団がみかじめ料収入を確保する等の不当な目的の下、一市

民であり何の落ち度もない被害者に危害を加え、死亡させた殺人行為であり、

被害者の動向を監視して被害者に対し、突然複数回発砲の上、その頚部に命中10 

させこれを即死させ、組織的に犯行を隠蔽しようとした態様は残忍かつ卑劣と

いうほかない。このように被害者に何ら落ち度がないこと、犯行態様、その他

本件にあらわれた一切の事情を総合考慮すると、被害者が本件犯行及びこれに

よる死亡において受けた精神的苦痛を慰謝するための死亡慰謝料として、３０

００万円を認めるのが相当である。  15 

被告らは、原告らが本件の実行行為を行った者に対して損害賠償請求を行って

いないことを慰謝料減額の事由とすべきと主張するが、前記のとおり本件は工藤

會全体の資金獲得行為のための組織的犯行と認められ、その代表者等である被告

らと実行行為者で慰謝料額が異なることにはならないし、後述のとおり、被告ら

は実行行為者含めて本件損害賠償に対し不真正連帯債務を負うものと解される20 

から、実行行為者への損害賠償請求の有無がその慰謝料の総額に影響を及ぼすも

のでもないから、その主張は採用することができない。 

また、本件事案の内容、本件訴訟における審理の経過等に照らせば、弁護士費

用は３００万円が相当である。 

 ５ 争点４（消滅時効の成否）について 25 

   民法７１５条における使用者に対する損害賠償請求権と被用者個人に対
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する損害賠償請求権とはそれぞれ個別に時効が進行し、その起算点となる加

害者を知るとは、被害者らにおいて、一般人が当該不法行為が使用者の事業

の執行につきなされたものであると判断するに足りる事実をも認識するこ

とをいうものと解するのが相当である（大審院昭和１１年（オ）第８４４号

同１２年６月３０日第三民事部判決・民集１６巻１９号１２８５頁、最高裁5 

判所昭和４０年（オ）第４８６号同４４年１１月２７日第一小法廷判決・民

集２３巻１１号２２６５頁各参照）。そうすると、民法７１５条の特則と解

され民法の適用を受ける（暴対法３１条の３）暴対法３１条の２における代表

者の責任の消滅時効の進行についても、少なくとも本件犯行が被告らにおい

て代表者を務める工藤會の威力利用資金獲得行為であると一般人が判断す10 

るに足りる事実を認識することが必要である。 

   前記認定事実のとおり、Ｑ、Ｒ及びＰ等本件犯行の実行行為を行った者ら

は、平成２９年２月９日に同事実について殺人罪で起訴されているところ、

被告らは、原告らは当該起訴時又は遅くともこれを受けて調査を尽くした同

年３月３１日には被告らを加害者として認識し得たと主張する。しかし、前15 

記認定事実のとおり、本件犯行は工藤會の複数の組員がそれぞれ役割を担っ

て行ったものであり、一部の者の実行行為が認められたとしても本件犯行が

工藤會の組織的犯行と直ちには判断できない。また、本件犯行の動機は上記

起訴時から判決宣告時まで証拠上明らかになっておらず、本件訴訟に至って

も被告らがその威力利用資金獲得行為該当性を強く争っていること、刑事事20 

件における起訴が必ずしもその加害者性を確定づけるものではなく、まして

起訴されていない被告らを加害者として認識することは困難であることと

いった事情を鑑みれば、上記被告ら主張の時点において、一般人が、本件犯

行が工藤會の威力利用資金獲得行為であると判断するに足りる事実を認識

できたとは認められず、実際原告らも被告らの責任を認識していなかったか25 

ら（甲８３、８４）、この時点を基準とした消滅時効を主張する被告らの主
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張は採用することができない。 

 ６ 争点５（原告らへの債権譲渡が信託法１０条に基づき無効となるか否か）

について 

   被告らは、本件債権譲渡は、本件訴訟を原告らに行わせるためのものであ

り、信託法１０条で禁止されている訴訟信託に当たると主張する。確かに、5 

被害者の死亡が平成２３年１１月２６日であるのに対し、本件債権譲渡は令

和３年４月３０日と相当の期間が経過しているものの、原告ら及び被害者の

妻は元々被害者の相続人であり（甲１）、同人らが遺産分割協議により遺産

の一部である債権を一部の者に相続させるように定めることは何ら不自然

な行為ではないし、原告らに対し将来的に相続させる債権を早めに譲渡した10 

という被害者の妻の説明（甲８２）も合理性を有するものである。加えて、

原告らは本件債権譲渡を受けた部分に加えて同人ら固有の被害者からの相

続分も含めて本件損害賠償請求を行っており、同人らが本件債権譲渡を受け

て本件訴訟の提起を義務付けられたとは評価できないことも併せ鑑みれば、

本件債権譲渡が訴訟行為をさせることを主たる目的としたものとは認めら15 

れず、被告らの主張は採用することができない。 

７ 以上によれば、被告Ｃ及び被告Ｄは暴対法３１条の２に基づき、原告らに対

し、上記４記載の損害元本合計３３００万円を賠償する義務を負う。 

  また、暴対法３１条の２に基づく損害賠償責任は使用者責任（民法７１５条）

の特則と解され、民法の適用を受ける（暴対法３１条の３）から、被告らは上記20 

金員及びこれに対する本件犯行（不法行為）の日である平成２３年１１月２６日

から支払済みまで平成２９年法律第４４号による改正前の民法所定の年５％の遅

延損害金を支払う義務を負い、かつ、被告らの上記損害賠償債務は互いに不真正

連帯債務の関係に立つ。 

  なお、以上の認定説示からすれば、被告Ｃ及び被告Ｄの使用者責任に基づく請25 

求の認容額は、これと選択的併合の関係にある暴対法３１条の２に基づく請求に
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ついての認容額を超えないことは明らかである。 

第４ 結論 

   以上のとおりであるから、原告らの被告らに対する請求は、各１６５０万円及

びこれに対する不法行為の日（本件犯行の日）である平成２３年１１月２６日か

ら支払済みまで年５％の割合による遅延損害金の連帯支払を求める限度で理由5 

があるからこれを認容し、その余は理由がないから棄却することとする。なお、

被告ら申立ての仮執行免脱宣言についてはいずれも相当でないので、これを付さ

ないこととする。 

   よって、主文のとおり判決する。 

    福岡地方裁判所第６民事部 10 
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